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８台総経第２３１号 

令和８年６月１日 

 

 

 

工事請負契約約款第２５条第５項の規定 
（単品スライド条項）の適用に係る運用基準 

 
 
工事請負契約約款第２５条第５項の規定（以下「単品スライド条項」という。）により、台東区が発注

し、契約する工事において、受注者が契約金額の変更を請求する場合の取扱いは、以下のとおりとする。 

単品スライド条項の適用に当たっては、適用の条件をよく確認の上、工事主管課と十分な協議を行う

こと。また、主要な工事材料の価格変動により契約金額が変更された場合は、下請業者との間で既に締

結している請負契約の金額の見直し等について、適切な対応を行うこと。 

なお、単品スライド条項の運用の詳細については、国及び東京都に準拠するものとする。 

 

 

 

１ 適用対象工事 

次の全てに該当する工事を対象とする。 

（１）単品スライド条項に基づく契約金額の変更請求の際に、残工期が２月以上あること。 

 

（２）項番２（１）に規定する主要な工事材料が存在する工事であること。 

 

 

２ 対象品目 

（１）対象品目は、鋼材類、燃料油、アスファルト類、その他の主要な工事材料とする。品目の分類は

表１を参考とする。なお、原油価格の高騰などその価格上昇要因が明確な材料を含む品目が単品ス

ライド条項の適用対象となり、各対象品目の工事材料については、受注者からの請求があった材料

の中から受発注者間で協議の上決定する。 

なお、請求日にかかわらず、工事開始日以降に調達した品目についてスライドの対象とする。 

 

（２）スライド額の算定の対象となるのは、品目ごとに次式により算定した当該工事に係る変動額が、

契約金額の１％を超える品目とする。なお、ここでいう契約金額は、部分払をした工事にあって

は、当該部分払の対象となった既済部分等に相応する額を控除した額とする。 

 

変動額の計算式 

 

変動額＝Ｍ【変更】－Ｍ【当初】  

 

Ｍ【当初】 

＝ { ｐ1 ×Ｄ1 ＋ｐ2 ×Ｄ2＋……＋ｐm ×Ｄm }×ｋ×消費税  

 

Ｍ【変更】   

＝ { ｐ'1×Ｄ1 ＋ｐ'2×Ｄ2＋……＋ｐ'm×Ｄm }×ｋ×消費税  
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【各符号の意味】  

Ｍ【変更】：価格変動後の当該工事材料の金額  

Ｍ【当初】：価格変動前の当該工事材料の金額  

ｐ    ：設計時点における当該工事材料の単価  

ｐ'   ：項番３－２の規定に基づき算定した価格変動後における当該工事材料の単価  

Ｄ    ：項番４の規定に基づき当該工事材料について算定した対象数量  

ｋ    ：落札率（当初契約金額／予定価格） ※項番１１「落札率の有効桁数」参照 

 

 

表１ 主要な工事材料における品目分類（例） 

工種 品目 主要な工事材料の例 

建築工事 鋼材類 異形鉄筋、H形鋼、鋼板、鋼矢板、スクラップ 等 

 燃料油 軽油、ガソリン 等 

 コンクリート類 
生コンクリート、セメント、 

ブロック等コンクリート二次製品 等 

 木材類 合板（型枠用合板含む）、木材 等 

 アスファルト類 アスファルト防水材、アスファルト合材 等 

 鋼製建具類 鋼製建具、シャッター等 

 非鋼製建具類 アルミ製建具 等 

 合成樹脂系材類 ビニル床タイル、ビニル床シート、ビニル幅木 等 

 
ボード類 せっこうボード、ロックウール吸音板、 

けい酸カルシウム板 等 

 
鋼製金物類 外装鋼板パネル、鋼製（ステンレス）手すり、 

軽量鉄骨下地 等 

 非鋼製金物類 外装アルミパネル、アルミ製手すり、アルミ笠木 等 

電気設備工事 鋼材類 金属管、鋼管、ケーブルラック 等 

 燃料油 軽油、ガソリン 等 

 機器類 照明器具、変圧器、発電装置、映像・音響装置 等 

 盤類 分電盤、制御盤、キュービクル式配電盤、端子盤 等 

 電線・ケーブル類 絶縁電線、電力ケーブル、通信ケーブル 等 

 合成樹脂系材類 PF 管、CD 管、硬質ビニル管 等 
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工種 品目 主要な工事材料の例 

機械設備工事 鋼材類 鋼管、弁類、ダクト（高圧）、ダンパー 等 

 燃料油 軽油、ガソリン 等 

 機器類 冷凍機、空気調和機、ポンプ、タンク、ヘッダー 等 

 管材類（非鋼材）  銅管、塩化ビニル管 等 

 保温類 保温材、保冷材、防露材 等 

 ダクト附属品 制気口、排煙口 等 

 衛生器具類 衛生陶器、衛生器具ユニット等 

 コンクリート類 桝類 等 

土木工事 
鋼材類 鋼管（街路灯・標識の支柱等）、防護柵、グレーチング、 

車止め等 

 燃料油 軽油、ガソリン 等 

 アスファルト類 アスファルト合材 等 

 合成樹脂系材類 硬質塩化ビニル管、熱可塑性樹脂塗料 等 

 コンクリート類 生コン、セメント、コンクリート二次製品 等 

公園工事 
鋼材類 鋼管（照明柱、引込柱、スポーツコーナー支柱等）、 

フェンス、門扉、桝蓋、グレーチング、車止め 等 

 燃料油 軽油、ガソリン 等 

 アスファルト類 アスファルト合材 等 

 合成樹脂系材類 ゴムチップ、硬質塩化ビニル管、FEP 管 等 

 電線・ケーブル類 電力ケーブル 等 

 コンクリート類 生コン、二次製品 等 

 
その他（鋼材類+ 

合成樹脂系材類） 

遊具類、ベンチ類 等 

  



4 

 

３ スライド額の算定 

（１）契約金額の変更額（以下「スライド額」という。）の算定は、項番２の規定により当該工事の主

要な工事材料とされた材料（以下「対象材料」という。）の単価等に基づき、次式により行う。 

 

Ｓ＝（ Ｍ【変更】－ Ｍ【当初】 ）－ Ｐ×5／1000  

 

【各符号の意味】  

Ｓ     ：スライド額  

Ｍ【変更】 ：項番２（１）に同じ  

Ｍ【当初】 ：項番２（１）に同じ  

Ｐ     ：契約金額 

 

（２）実績購入金額が設計金額を下回る場合 

受注者が各対象材料を実際に購入した際の代金額を材料の品目ごとに合計した金額（消費税相当

額を含む。以下「実際の購入金額」という。）を算定し、これら実際の購入金額が本項（１）のＭ

【変更】を下回る場合にあっては、本項（１）の規定にかかわらず、本項（１）のＭ【変更】に代

えて受注者の実際の購入金額を用いて、本項（１）の算式によりスライド額を算定することを原則

とする。その場合は落札率を乗じない。 

 

（３）実績購入金額が設計金額を上回る場合 

実際の購入金額が本項（１）のＭ【変更】を上回る場合にあっては、受注者に対象材料につい

て、項番５（１）に規定する書類に加え、必要に応じ、実際の購入金額が適当な購入金額であるこ

とを証明する書類を求め、実際の購入金額が適当な購入金額であると認められる場合に限り、本項

（１）の規定にかかわらず、本項（１）のＭ【変更】に代えて受注者の実際の購入金額を用いて、

本項（１）の算式によりスライド額を算定することを原則とする。その場合は落札率を乗じない。 

 

（４）本項（２）及び（３）の「実際の購入金額」は、次に定めるとおりとする。 

 

①対象数量以下の場合 

項番５の規定により確認される各対象材料の実際の購入数量が項番４に規定する対象数量以下で

ある場合は、当該対象材料を受注者が実際に購入した際の代金額。 

 

②対象数量を超過した場合 

項番５の規定により確認される各対象材料の実際の購入数量が、項番４に規定する対象数量を上

回る場合は、対象材料ごとに、当該対象数量を実際に購入した数量で除し、これに受注者が実際に

購入した際の価格を乗じて得た金額。 

 

③燃料油の特例 

燃料油に該当する対象材料について、項番５（４）の規定により、主たる用途に用いた数量の証

明書類に基づいて証明される数量以外の数量についても項番５の対象数量とすることとした場合

は、主たる用途以外の用途に用いた数量に、項番３－２（２）の平均価格を乗じて得た金額。 

 

（５）共通仮設費等の取扱い 

スライド額の算定は、主要な工事材料に係る価格の変動分について行うものであり、その変動に

連動して共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の変更を行うものではない。 
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３－２ 変動前単価と変動後単価の決定方法 

（１）変動前の価格の決定方法 

    変動前の価格を算出するための単価は、設計時点における単価とする。 

 

（２）変動後の価格の決定方法 

    変動後の価格を算出するための単価は、対象材料ごとに、以下のいずれかの方法で算定 

 

【鋼材類・アスファルト・セメント等（物価資料掲載品）】 

対象材料が現場に搬入された月の物価資料価格 

※ 複数月、対象材料が現場に搬入された場合は施工月毎の加重平均値 

 

【燃料油】 

対象材料を購入した月の翌月の物価資料価格 

   ※ 受注者から購入月の証明がない場合は、工期始期の翌月から工期末の前々月までの平均価格 

 

【物価資料に掲載されない材料】 

類似資材の物価変動率により算定 

 

 

３－３ 実績購入金額の確認手続（購入価格＞実勢価格の場合） 

（１）受注者の申し出 

    受注者が実績購入金額を根拠とする請求を希望する場合、その理由と証明書類を事前に発注者に申

し出ること。 

 

（２）必要な証明書類 

 

    ①購入実績を証明する書類（納品書、請求書、検収書等） 

 

    ②妥当性を証明する以下の書類 

      ・当該地域での見積り（２社以上、購入先を除く） 

      ・その見積りは、実際に搬入・購入した月のものであること。 

      ・見積りの有効期間は、実搬入月を含むものであること。 

 

（３）妥当性の判定基準 

    実績購入単価が以下の範囲内であれば、妥当な購入金額と認める。 

 

    実勢価格（落札率適用後）＋30％以内 

 

【計算例】 

     実勢価格：¥112,000/t 

     落 札 率：0.9500 

     実勢価格（落札率適用）＝ ¥112,000 × 0.9500 = ¥106,400/t 

   

     妥当性の上限 = ¥106,400 × 1.30 = ¥138,320/t 

       ⇒ 実績購入単価が ¥138,320/t 以下であれば妥当と判定 

    ※ この範囲を超える場合でも、特別の事情がある場合は、その根拠資料（市場取引価格、供給難

など）の提出により認める場合もある。 

 

（４）判定結果の通知 

発注者は、上記審査結果を受注者に通知し、認める場合は対象金額をスライド額に反映させる。 

    認めない場合は、実勢価格を使用する。 
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４ 対象数量の算出方法 

スライド額の算定の対象とする数量（D）（以下「対象数量」という。）は、対象材料ごとに、次

に掲げる数量とする。 

   ①設計図書（営繕工事にあっては、数量内訳書。以下同じ。）に記載された数量があるときは、

当該数量 

②数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては、発注者の設計数量 

③重機の運転等に要する燃料油にあっては、発注者の認定する数量 

④その運搬に燃料油を用いる各種資材であって、燃料油の価格が著しく変動し、契約金額が不適

当となるもの（運搬費用が設計図書に明示されないものに限る。）にあっては、当該運搬に要す

る燃料油に該当する各対象材料の数量で客観的に確認できるもので、発注者の認定するもの。 

 

 

５ 購入の時期、購入先及び購入価格に関する受注者への確認 

（１）受注者が単品スライド条項の適用を請求したときは、受注者に対し、受注者が各対象材料を実際

に購入した際の価格（数量及び単価）、購入先、当該対象材料の購入の月を証明する書類の提出を

求めるものとする。 

 

（２）受注者が本項（１）の求めに応じず、必要な証明書類を提出しないため、対象材料について本項

（１）に規定する事項を確認できない場合には、当該対象材料は、単品スライド条項の対象とはし

ないものとする。 

 

（３）本項（１）の規定にかかわらず、鋼材類、アスファルト類その他の主要な工事材料については、

当該対象材料を実際に購入した際の単価及び購入先を証明する書類を受注者が提出し難い事情があ

ると認められる場合においては、当該対象材料の購入の月及び数量を証明する書類の提出を求める

ものとする。この場合、実際に購入した際の単価は購入した月の実勢価格を原則としてスライド額

を算定することができる。 

 

（４）本項（１）の規定にかかわらず、燃料油については、当該対象材料を実際に購入した際の数量、

単価、購入先及び購入時期のすべてを証明する書類を受注者が提出し難い事情があると認める場合

においては、受注者が主たる用途に用いた数量を証明する書類の提出を求めるものとする。この場

合、受注者が証明書類を提出しないことがやむを得ないと認める範囲で、受注者が証明した数量以

外の数量についても項番４の対象数量とすることができる。 
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６ 一部しゅん功 

（１）対象工事金額・対象数量の区分 

一部しゅん功を行う工事において、受注者から単品スライド条項適用の請求があった場合は、一

部しゅん功する部分（以下「しゅん功部分」という。）を対象工事金額（その１）とし、その他の

工事部分（以下「残工事部分」という。）を対象工事金額（その２）として扱い、それぞれについ

て項番２から項番５の規定を適用する。 

 

  対象数量についても同様に、しゅん功部分と残工事部分をそれぞれ区分して算定する。 

 

【補足】 

・対象工事金額（その１）：しゅん功部分の工期末時点での確定した契約金額 

・対象工事金額（その２）：残工事部分の工期末時点での確定した契約金額 

 

（２）請求時期 

①当該工事に一部しゅん功が含まれる場合、受注者は当該しゅん功部分の工期末の２ヶ月前まで

に、当該部分について単品スライド条項の適用請求を行うことができる。 

②残工事部分については、当該部分の工期末の２ヶ月前までに単品スライド条項の適用請求を行う

ことができる。 

③受注者は複数回に分けて、しゅん功部分と残工事部分について請求することができる。 

 

【補足】 

・各請求時点での 1％判定は、当該部分の対象工事金額を基準として行う 

 （項番２（２）に規定する対象工事金額の 1％判定を適用） 

 

（３）既済部分等の取扱い 

本項（１）の規定に基づきしゅん功部分と残工事部分に区分した場合、既済部分等の控除は、当

該部分ごとに行うものとする。 

 

【補足】 

・しゅん功部分の請求時：当該部分の対象工事金額から、当該請求時点までの当該部分に係る部分払

を控除する 

・残工事部分の請求時：残工事分の請求時には、対象残工事の金額から、請求日までにこの区分へ支

払われた部分払いを控除する 

・各部分の既済部分控除は請求時点ごとに行い、二重控除は行わないこと 
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７ 全体スライド条項及びインフレスライド条項の併用 

（１）全体スライド条項・インフレスライド条項適用後の単品スライド請求 

工事請負契約約款第２５条第１項から第４項までに規定する全体スライド条項（以下「全体スラ

イド条項」という。）又は第６項に規定するインフレスライド条項（以下「インフレスライド条

項」という。）に基づく契約金額の変更を実施した後であっても、工事請負契約約款第２５条第５

項に規定する単品スライド条項に基づくスライド請求をすることができる。 

 

（２）全体スライド条項又はインフレスライド条項との併用時の特例 

・全体スライド条項又はインフレスライド条項のみによるスライド額を算定の上で、その対象とは

ならない価格上昇を単品スライド条項で反映することは可能。 

・全体スライド条項又はインフレスライド条項と単品スライド条項とを併用した期間においては、 

①単品スライド条項の変動前の単価は、全体スライド条項又はインフレスライド条項の適用日の

単価を用いる。 

②単品スライド条項に係る受注者負担は求めない。 

・単品スライド条項の適用の可否を判断するために 1.0％を乗じる契約金額には、全体スライド条

項又はインフレスライド条項のスライド額を含む。 

 

 

８ 落札率の有効桁数 

スライド額の算定に用いる落札率の有効桁数は、工事設計金額に応じて次のとおりとする。 

 

工事設計金額 落札率有効桁数 

１００万円未満 小数点以下第３位 

１００万円以上１０００万円未満 小数点以下第４位 

１０００万円以上１０億円未満 小数点以下第５位 

１０億円以上１００億円未満 小数点以下第６位 

１００億円以上 小数点以下第７位 

 

※有効桁数未満は切り捨てる 

例）落札率 0.95432555 → 百万円未満の工事は 0.954 

 

 

９ 手続きの流れ 

・手続の流れについては、別紙「単品スライド条項の手続の流れ」を参照すること。 

・スライド額の算定に当たって、「対象工事金額・対象数量」は、「最終的な全体工事費・設計数量」

をもって行うことを原則とする。 

 



9 

 

１０ （参考）計算例 

単品スライド条項の計算例は以下のとおり。 

 

前提条件： 

  ・契約金額：¥100,000,000 

  ・落 札 率：0.9500（1,000 万円以上 10億円未満） 

  ・対象材料：異形鉄筋（SD345） 

    - 設計単価：¥104,000/t 

    - 設計数量：100t 

    - 施 工 月：6月 

 

ステップ 1：当初金額の算定 

  Ｍ【当初】= ¥104,000 × 100t × 0.9500 × 1.10 

           = ¥10,856,000 

 

ステップ 2：変動後金額の算定 

  実勢価格（7月の物価資料）= ¥112,000/t 

  Ｍ【変更】= ¥112,000 × 100t × 0.9500 × 1.10 

           = ¥11,704,000 

 

ステップ 3：変動額の算定 

  変動額 = ¥11,704,000 - ¥10,856,000 = ¥848,000 

 

ステップ 4：1％判定 

  変動額 ÷ 契約金額 = ¥848,000 ÷ ¥100,000,000 = 0.848% ≦ 1% 

  ⇒ 鋼材類は対象外 

 

【結論】1％未満のため、単品スライド条項の対象外（スライド額＝0） 
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（参考）工事請負契約約款第２５条抜粋 

 

（賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更） 

第２５条 発注者又は受注者は、工期内で契約締結の日から１２月を経過した後に日本国内におけ

る賃金水準又は物価水準の変動により契約金額が不適当となったと認めたときは、書面をもって

相手方に対して契約金額の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事金額（契約金額か

ら当該請求時の既済部分に相応する契約金額を控除した額をいう。以下同じ。）と変動後残工事金

額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事金額に相応する額をいう。以下同

じ。）との差額のうち変動前残工事金額の１,０００分の１５を超える額につき、契約金額の変更

に応じなければならない。 

３ 変動前残工事金額及び変動後残工事金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数等に基づき

発注者と受注者とで協議して定める。ただし、協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、

受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、本条の規定により契約金額の変更を行った後再度行うことができ

る。この場合においては、第１項中「契約締結の日」とあるのは「直前の本条に基づく契約金額

変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、契約

金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほか、契約金額の変更

を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレーショ

ン又はデフレーションを生じ、契約金額が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、

前各項の規定にかかわらず、契約金額の変更を請求することができる。 

７ 前２項の場合において、契約金額の変更額については、発注者と受注者とで協議して定める。

ただし、協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 


